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2021年度（2022年 3月 31日現在）貸借対照表 

 

13,925 14,143

現 金 - 362

預 貯 金 13,925 13,781

- 135

143 568

建 物 58 710

リ ー ス 資 産 - 4

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 85 70

966 537

ソ フ ト ウ ェ ア 966 12

854 36

550 48

未 収 金 506 6

前 払 費 用 33 0

預 託 金 10 15,564

仮 払 金 -

そ の 他 の 資 産 0 11,500

255 10,340

△ 0 10,340

△ 20,710

△ 20,710

繰 越 利 益 剰 余 金 △ 20,710

1,130

-

-

1,130

16,695 16,695

（単位：百万円）

純資産の部 合計

資産の部合計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

価 格 変 動 準 備 金

負債の部合計

（ 純 資 産 の 部 ）

再 保 険 貸 資 産 除 去 債 務

そ の 他 資 産 仮 受 金

未 払 金

無 形 固 定 資 産 未 払 費 用

預 り 金

有 形 固 定 資 産 再 保 険 借

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

支 払 備 金

責 任 準 備 金

有 価 証 券 代 理 店 借

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

科　　　　目 科　　　　目

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

金　額 金　額

 

 

【注記】 

１．会計方針に関する事項 
（１）有形固定資産の減価償却の方法 

 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 
① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、建物（2016年3月31日以前に取得した附属設備、構築物を除く）については定額
法）を採用しております。 

② リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。 
 

（２）無形固定資産の減価償却の方法 
利用可能期間（主として 5年）に基づく定額法によっております。 
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（３）貸倒引当金の計上方法 
   貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。破

産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対
する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権につ
いては、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上
しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認め
られる債務者(以下｢破綻懸念先｣という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要
と認める額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等か
ら算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

   すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し
た資産査定部署が査定結果を二次査定しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っておりま
す。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び
保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額
しており、その金額は 0 百万円であります。 

 
（４）役員退職慰労引当金の計上方法 

役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当年度
末において発生したと認められる額を計上しております。 

 
（５）価格変動準備金の計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 
（６）消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 
 
（７）支払備金の積立方法 

保険契約に基づいて支払義務が発生した、または発生したと認められる保険金、返戻金及びその他の
給付金のうち、まだ支払っていない金額を保険業法第 117 条の規定に基づき、支払備金として積み立
てております。 
このうち、既発生未報告のものについては、保険業法第 117 条及び施行規則第 73 条第 1 項第 2 号の
規定に基づき、大蔵省告示第 234 号により算出した金額を積み立てております。 
また、保険契約が再保険に付されている場合は、再保険が付された部分に相当する支払備金は、保険
業法施行規則第 71 条第１項に基づき、原則として積み立てておりません。 

 
（８）責任準備金の積立方法 

期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づく将来における
債務の履行に備えるため、保険業法第 116 条第 1 項に基づき、保険料及び責任準備金の算出方法書
（保険業法第 4 条第 2 項第 4 号）に記載された方法に従って計算し、責任準備金を積み立てておりま
す。 
責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。 
① 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成 8 年大蔵省告示第 48 号） 
② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
なお、責任準備金については、保険業法第 121 条第１項及び保険業法施行規則第 80 条に基づき、毎
決算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうかを、保険計理人が確認しております。 
責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第 1 項第
3 号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、将来発生が見込まれる危険に備
えて積み立てております。 
なお、保険契約が再保険に付されている場合は、再保険が付された部分に相当する責任準備金は、保
険業法施行規則第 71 条第 1 項に基づき、原則として積み立てておりません。 

 
２．金融商品の状況に関する事項 
  保険業法第 118 条第 1 項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、負債の特性やキ

ャッシュフローの状況を踏まえ、流動性を重視しつつ安定的な利息収入を得ることを目指しております。
こうした認識に基づき、具体的には、必要な現預金を維持することを主眼としております。 

  資金調達に係る流動性リスクについては、各部署からの報告に基づき関連部門が適時に将来キャッシュ
フロー分析を行い、必要な手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理しております。 
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３．金融商品の時価等に関する事項 
預金及び未収金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しておりま
す。 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額（リース資産含む）は 118 百万円であります。 
 
５. 関係会社に対する金銭債権の総額は 201 百万円、金銭債務は該当ありません。 
 

６．繰延税金資産の総額は、967 百万円、繰延税金負債の総額は、9 百万円であります。繰延税金資産のう
ち評価性引当額として控除した額は、702 百万円であります。 
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、税務上の繰越欠損金 666 百万円であります。 
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額のうち、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額は
666 百万円、将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当金額は 36 百万円であります。 
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、資産除去債務に対応する資産 9 百万円であります。 
 
税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額は次の通りです。 

 （単位：百万円） 

 1 年以内 1 年超 
2 年以内 

2 年超 
3 年以内 

3 年超 
4 年以内 

4 年超 
5 年以内 

5 年超 
10 年以内 

合計 

税務上の繰越欠損金※ 117 104 108 118 104 112 666 

評価性引当額 117 104 108 118 104 112 666 

繰延税金資産 - - - - - - - 

※当社は連結納税を採用しており、法人税法上の連結欠損金個別帰属額はなく、地方税法上の控除対象
個別帰属調整額及び控除対象個別帰属税額を有するため、税務上の繰越欠損金は住民税の実効税率を乗
じた額であります。 
 
当年度における法定実効税率は 28.0％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間の差異の主要な内訳は、繰越欠損金期限切れによる影響額△4.96％であります。 
 
当社は、翌事業年度から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行することとなります。ただし、
「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 2 年法律第 8 号）において創設されたグループ通算制度へ
の移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目については、
「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報
告第 39 号 2020 年 3 月 31 日）第 3 項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企
業会計基準適用指針第 28 号 2018 年 2 月 16 日）第 44 項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金
負債の額について、改正前の税法の規定に基づいております。 
なお、翌事業年度の期首から「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」
（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月 12 日）を適用する予定であります。 

 
７．保険業法施行規則第 73 条第 3 項において準用する同規則第 71 条第 1 項に規定する再保険を付した部分

に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 58 百万円であり、同規則第 71 条第 1
項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は
989 百万円であります。 

 

８．１株当たりの純資産額は 248円 48 銭であります。 
 
９．保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担

見積額は 65 百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
 
10．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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               2021年 4月 1 日から 

2021 年度                                 損益計算書 

              2022年 3月 31日まで     

10,913

10,903

8,091

2,811

0

0

預 貯 金 利 息 0

10

10

11,701

3,904

646

34

1,226

146

0

1,849

2,141

118

2,023

0

0

5,410

244

44

199

0

△ 787

14

14

△ 802

△ 197

12

△ 185

△ 617

金　額

（単位：百万円）

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

そ の 他 経 常 収 益

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

再 保 険 料

年 金

特 別 損 失

科　　　　目

経 常 収 益

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 損 失 （ △ ）

そ の 他 の 経 常 収 益

責 任 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ）

固 定 資 産 等 処 分 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

当 期 純 損 失 （ △ ）

経 常 費 用

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

そ の 他 返 戻 金
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【注記】 

１．会計方針に関する事項 

（１）保険料等収入の計上方法 
初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものについて、当該収納し
た金額により計上しております。また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額に
より計上しております。なお、収納した保険料のうち、期末時点において未経過となっている期間に対
応する部分については、保険業法第 116 条及び保険業法施行規則第 69 条第 1 項第 2 号に基づき、責任
準備金に積み立てております。 
再保険収入は、再保険契約に基づき受領する保険金及び配当金等を計上しております。なお、共同保険
式再保険に係る再保険手数料を再保険収入に計上しております。 
 

 
（２）保険金等支払金の計上方法 

保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約款に基づいて算定
された金額を支払った契約について、当該金額により計上しております。再保険料は、再保険契約に基
づいて支払われる保険料等を計上しております。なお、共同保険式再保険に係る事務手数料を再保険料
に計上しております。 
 

２．関係会社との取引による収益の該当はなく、費用の総額は 1 百万円であります。 
 
３．支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 27 百万円、責任準備金繰入額の

計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は 679 百万円であります。 
 
４．１株当たりの当期純損失は 140円 35 銭であります。 
 
５．関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。 

（１）親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の

名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者

との関係 

取引の内容 取引金額 

(百万円) 

科目 期末残高 

(百万円) 

親会社 

アクサ・

ホールデ

ィング

ス・ジャ

パン(株) 

(被所有) 

直接 

100.00% 

役員の兼任 

出向者給与

の受取 

連結納税に

伴う 

受取予定額 

201 未収金 201 

増資の引受 1,000 
資本金 

資本準備金 

500 

500 

出向者給与

の受取 
1 未収金 0 

(注) １．価格その他の条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

      ２．取引金額及び期末残高には消費税等を含めております。 

 

（２）子会社及び関連会社 

該当する事項はありません。 
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（３）兄弟会社 

属性 会社等の

名称 

議決権等

の所有

(被所有)

割合 

関連当事者 

との関係 

取引の内容 取引金額 

(円) 

科目 期末残高 

(円) 

親会社

の 

子会社 

アクサ 

生命保険 

(株) 

－ 

出向者給与

の支払 

出向者給与

の支払 
117 未払費用 24 

外部委託に

よる業務 

外部委託に

よる業務の

依頼など 

39 未払費用 2 

賃借料 賃借料 52 前払費用 4 

共同保険式

再保険の 

取引先 

再保険収入 2,432 再保険貸 667 

再保険料 1,392 再保険借 449 

親会社

の 

子会社 

アクサ 

損害保険 

(株) 

－ 代理店 
代理店 

手数料 
38 代理店借 3 

 (注) １．価格その他の条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

   ２．再保険取引については、一般の取引条件と同様に決定しております。 

      ３．取引金額及び期末残高には消費税等を含めております。 

 
６．金額は、記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


